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入試の形式と入学後の成績の関連についてのノート

 
溝口 佳宏 

 

1. はじめに 

近年、学士課程の教育については、いろいろな観点から議論が行われている。

本稿では、入試の形式と入学後の成績との関連に注目するのを通じて、学士課

程の教育に関する何らかの示唆を得ることを目的としている。とはいえ、本稿

で注目する観点に絞ったとしても、いろいろな議論があるのに加え、分析を必

要とする事柄は多岐にわたる。よって、本稿は、このトピックに関する分析を

個人的にスタートする上でのノートという形で構成することにしたい。 

学士課程に入学するための入試の形式については、これまでにいろいろな議

論や実践が行われている。学力試験のみを評価の対象とし、1 点刻みで合否を

判定する手法に関しては、いわゆる 18 歳人口が多く、学士課程に入学するため

の競争が激しい時期に批判が集中した。その批判にこたえる形で、いわゆる

AO(Admission Office)入試が導入された。しかし、この入試手法は学力試験偏重

という批判に対応するのが重視されたため、学士課程で取り組む内容に対応で

きる学力を備えているかどうかを確かめる、という点が軽視された。結果とし

て、AO 入試を経て学士課程に入学した学生が、学士課程で提供される内容に

十分に対応できず、成績不振や中途退学を生み出す原因の 1 つとなった。また、

私立大学を中心に、AO 入試が学力を確かめるのを重視しない点を利用して、

定員を充足するという目的のために AO 入試を活用するという事例が多くみら

れるようになった。結果として、先に記したような成績不振や中途退学の原因

の 1 つとなったのに加え、学士課程を卒業した学生の能力への疑問が大学内外

から生じ、AO 入試を実施することの是非に関する議論が起こった。現時点で

は、国立大学を中心に AO 入試を廃止する動きが起こっている一方、私立大学

では引き続き AO 入試が実施される傾向となっている。 

学士課程に入学したのちは、入学した学生が学士課程入学以前に身につけて

いる学修の手法や習慣と、学士課程での学修に必要とされる手法や習慣が異な

ることに伴う問題が生じている。この問題に対して、多くの大学でいろいろな
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対応がなされている。その 1 つの流れとしては、いわゆる転換教育の必要性を

踏まえたうえで、初年次ゼミをはじめとする初年次教育を拡充するという動き

である。 

これらの経緯を踏まえたうえで、本稿の執筆に至る問題意識は以下の通りで

ある。第 1 は、いわゆる AO 入試は、入試の方式の 1 つとしてどの程度正当化

されるのか、という点である。入試をする目的は、学士課程で提供される内容

を適切に吸収して能力を伸ばしていく準備ができているかどうかを判断するこ

とである。AO 入試を通じて入学する学生は、学士課程で提供される内容に十

分対応できず、成績不振や中途退学につながるという傾向が明らかにみられる

のであれば、AO 入試は先に記したような入試の目的にそぐわない形式である。

よって、AO 入試を継続する正当性は、あまり見いだされないであろう。一方

で、成績不振や中途退学につながる学生は、入試の形式に必ずしも依存しない

ということであれば、AO 入試は私立大学が定員を充足するための方便で入試

として機能していない、という批判は的外れな批判となるであろう。この点に

関して、ささやかながら分析結果を提供することは、学士課程の教育をどのよ

うに再構築してゆくか、という点についての議論の材料を豊かにするのに資す

るだろうと考える。 

第 2 は、入学後に提供されるカリキュラムは、入試形式の違いをどの程度打

ち消すのか、という点である。現状では、私立大学を中心に多様な入試形式が

実施され、それらの入試形式を通じて学生が入学する。そして、入学した学生

は、各大学が提供している学士課程のカリキュラムに従って科目を履修し、学

修成果を積み上げ、結果として学士号を得て卒業していく。その際に提供され

るカリキュラムは入試形式ごとに分けられている訳ではなく、共通のカリキュ

ラムである。もし、在籍する学生の学修成果を分析するのを通じて、学力の高

さを重視する入試形式で入学した学生が、共通のカリキュラムに沿って科目を

履修する過程において、学力を重視しない入試形式で入学した学生の学修成果

に対して正の効果をもたらしているような分析結果を得られるのであれば、入

試形式の違いを気にする必要はないであろう。少なくとも、優先順位の高い事

柄は、そのような正の効果がもたらされるのを促進するようなカリキュラムを

編成し、充実させることである。この点に関して、ささやかながら分析結果を
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提供することは、近年の学士課程で盛んに行われている初年次教育の正当性に

関する議論の材料を提供することにつながるだろうと考える。 

本稿では、入試形式、1 年次ゼミの所属、筆者が担当している必修科目の成

績を比較するのを通じて、先に記した問題意識に関する、ささやかな知見を提

供したいと考える。本稿の次節以降の構成と内容は以下の通りである。第 2 節

では分析の概要について述べる。第 3 節では分析結果とその考察について述べ

る。第 4 節では、本稿における結論と今後の課題について述べる。 

 

2. 分析の概要 

本節では、AO 入試の正当性、初年次教育の正当性という 2 点に関する議論

の材料を提供するために、入試形式、1 年次ゼミの所属、筆者が担当している

必修科目の成績を、どのように用いて分析しているかを記す。 

 

2.1 分析データと項目 

今回の分析のためのデータは、次の 2 種類である。第 1 は「2011－13 地域経

済学科入学者資料整理」という表題で、2013 年 11 月の学科会議の際に配布さ

れた資料に添付されていたデータである。そのデータには、当時の地域経済学

科に所属している学生の学年、学籍番号、氏名、性別、入学区分、出身高校名、

出身高校卒業年が記されていた。本来、この資料は、入学者を確保するための

対策を練るために、入学者の傾向、つまりどの高校から地域経済学科に入学し

ている学生が多いのかを知る必要があるとの目的に基づいて配布されたもので

ある。しかし、配布された資料やデータは、単にそれだけの理由で用いるのは

活用不足であろうと個人的に考えた。その認識に基づき、このデータを本稿で

の分析で用いることとした。もちろん、先に記したような項目は個人情報に当

たるので、処理には注意を要する。本稿で示す分析結果は、あくまでも集計デ

ータであり、表示されている結果から個人が特定されることはない。本稿の分

析では、記載されている学生のうち 2011 年度入学の学生を対象に分析を行って

いる。そして、先に記した項目のうち、学籍番号と入学区分を用いている。 

第 2 は、筆者が担当している必修科目の成績である。先に記したように、本

稿では 2011 年度入学の学生を対象に分析を行っている。彼らは、2 年間にわた
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り、筆者が担当している必修科目 6 科目(12 単位)を履修している。本稿では、

その 6 科目のうち、主に 1 年次に履修することが想定されている 2 科目の成績

を対象とし、2 科目の平均 GPA(Grade Point Average)を成績データとして用いて

いる。 

 
2.2 分析の視点および手法 

AO 入試の正当性が本稿で取り上げる問題意識の 1 つ目であるのを踏まえ、

まずは、入試区分ごとに 2 科目の平均 GPA がどのように分布しているのかを確

かめた。具体的には、入試区分ごとに分析対象となる学生を区分けし、区分け

したそれぞれの学生に対して、その学生の 2科目平均GPAを求め、表に加えた。

そして、それぞれの入試区分ごとに、2 科目平均 GPA の平均値と標準偏差を求

めた。次に、初年次教育の正当性が本稿で取り上げる問題意識の 2 つ目である

のを踏まえ、分析対象となる学生を 1 年次ゼミごとに区分けし、ぞれぞれのゼ

ミごとに 2 科目平均 GPA の平均値と標準偏差を求めた。 

このような分析を行った理由、つまり分析の視点は以下の通りである。第 1

の視点は、もし入試区分ごとに 2 科目平均 GPA の平均値に差があり、それが学

力を重視する入試区分になるにしたがって高くなるという傾向がみられるので

あれば、AO 入試は学士課程で提供される内容に対応できる準備が整っている

かどうかを判断する手段として適切ではないということになり、正当性が疑問

となるであろう。一方で、差は多少あるにしても、学力を重視する入試区分と

の関連がみられないのであれば、AO 入試自体に大きな問題はないということ

になるであろう。むしろ、検討が必要であるのは、学力を重視する入試区分の

方かもしれない。 

第 2 の視点は、初年次教育の一環として位置付けられている 1 年次ゼミが存

在するために、2 科目平均 GPA の高い学生の学修行動が同じゼミに所属する他

の学生に伝わり、それが同じゼミに所属する学生の学修行動に対して正の効果

をもたらすのであれば、そのゼミに所属する学生の 2 科目平均 GPA の平均値は

高くなり、さらに標準偏差は相対的に小さくなるであろう。もし、そのような

傾向がみられるのであれば、現在提供されている 1 年次ゼミは、所属する学生

の学修行動に対する好循環をもたらすものとして、正当性されるであろう。一
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方で、そのような傾向がみられないのであれば、現在提供している 1 年次ゼミ

については、内容の検討や存続の有無について議論する必要があり、その意味

で正当性は疑問となるであろう。 

 

3. 分析結果とその考察 

本節では、先に記した分析の方法および視点に基づいて、分析を行った結果

とその考察について記す。 

 

3.1 入試区分ごとの 分布 

入試区分ごとの GPA 分布を表 1 で、GPA の平均値と標準偏差を表 2 で示す。 

なお、本稿で対象としている科目の評価は、S、A、B、C、D の 5 段階で表

される。S、A、B、C の 4 つは合格であり、S が一番高い評価である。以下、A、

B、C の順となる。D は不合格である。GPA は S が 4、A が 3、B が 2、C が 1、

D が 0 である。よって 2 科目の平均 GPA は 4 から 0 の間に分布する。 

 

 GPA 0－0.9 GPA 1.0－1.9 GPA 2.0－2.9 GPA 3.0－4.0 
AO 前期 3 2 5 1 
AO 後期 0 5 0 0 
推薦 0 1 1 1 
指定校 3 2 3 1 
一般前期 8 10 12 0 
一般中期 3 6 5 0 
一般後期 1 1 2 0 

表 1 入試区分ごとの GPA 分布(人数) 
 
 平均値 標準偏差 
AO 前期 1.64 0.91 
AO 後期 1.20 0.24 
推薦 2.33 0.62 



－ 156 －

6 
 

指定校 1.56 0.93 
一般前期 1.40 0.80 
一般中期 1.46 0.67 
一般後期 1.38 0.82 

表 2 入試区分ごとの GPA 平均値と標準偏差 
 

これらの 2 つの表より、すぐに分かることは 3 点ある。第 1 点は、推薦で入学

している学生の GPA の平均値が高いことである。これは、推薦とはいえ学力試

験が課されていること、公募制であるために高校側が文字通り推薦に値すると

認識している生徒を受験させていることなどが反映されていると考えられる。

第 2 点は、指定校推薦で入学している学生の GPA の標準偏差が大きいことであ

る。つまり、指定校推薦で入学している学生は、学士課程での学修行動や成果

について、ばらつきが大きいということである。これは、指定校推薦が学力試

験を課されない入試であること、面接を行っているが受験生 1 人に対する面接

時間は短いこと、それゆえに基本的には不合格となる可能性が相対的に低い入

試形式であるのが影響していると考えられる。そして、高校側はその点を見越

して、進路の決定が遅れてしまった生徒を指定校推薦の枠を用いて受験させて

いるケースが存在すると考えられ、結果として入学する学生のばらつきの大き

さにつながっているものと考えられる。第 3 点は、AO 後期で入学している学

生の GPA の平均値と標準偏差がともに小さいことである。つまり、AO 後期で

入学している学生の学修成果は低い水準に固まっているということである。こ

れは、選抜の時期が公募制推薦および指定校推薦と同時期もしくは、それより

も遅い時期に行われているために、推薦入試の形式を用いて大学に入学しよう

としている生徒のうち、進路決定が遅くなってしまった生徒が中心になってい

る点が、結果に反映されていると考えられる。 

表 1 や表 2 では各入試区分での数字を示したが、入試区分が多いために細分

化されているきらいがある。それを踏まえて、AO 入試全体と一般入試全体で

比べた数字を表 3 で示す。平均値および標準偏差にほとんど差がないことが見

て取れる。 
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 平均値 標準偏差 

AO 入試全体 1.42 0.79 

一般入試全体 1.41 0.77 

表 3 AO 入試全体と一般入試全体の 2 科目平均 GPA の平均値と標準偏差 

 

3.2 ゼミごとの 分布 

引き続いて、ゼミごとの GPA 分布を表 4 で、それぞれのゼミに属する学生の

2 科目平均 GPA の平均値と標準偏差を表 5 で示す。 

 

 GPA 0－0.9 GPA 1.0－1.9 GPA 2.0－2.9 GPA 3.0－4.0 

A ゼミ 3 4 7 0 

B ゼミ 5 1 5 2 

C ゼミ 2 6 5 0 

D ゼミ 3 4 4 1 

E ゼミ 2 8 2 0 

F ゼミ 3 3 5 0 

表 4 ゼミごとの GPA 分布(人数) 

 

 平均値 標準偏差 

A ゼミ 1.46 0.76 

B ゼミ 1.50 1.07 

C ゼミ 1.38 0.74 

D ゼミ 1.67 0.82 

E ゼミ 1.42 0.61 

F ゼミ 1.45 0.75 

表 5 ゼミごとの 2 科目平均 GPA の平均値と標準偏差 

 

これらの 2 つの表で、注目する必要があるのは B ゼミと D ゼミである。この 2

つのゼミは 2 科目平均 GPA が 3.0 以上である学生が属している。しかし、B ゼ
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ミについては属している学生の GPA 平均値は 1.50 とそれほど高いわけではな

い。また、標準偏差は 1.07 と一番大きな値となっている。D ゼミについては、

属している学生の GPA 平均値は 1.67 と最も高いが、標準偏差は 0.82 と B ゼミ

に次ぐ大きさとなっている。これらの結果から示唆されることは、平均 GPA が

高い、つまり成績の良い学生の学修行動が、同じゼミに属している他の学生の

平均 GPA を引き上げるような効果や、同じゼミに属する学生の GPA の標準偏

差を小さくする効果につながっていないということである。つまり、成績の良

い学生の学修行動が、他の学生への正の効果をもたらす形になっていないし、

そのような効果をもたらすように、1 年次ゼミが機能していないことを意味し

ている。この点については、2 科目平均 GPA が 3.0 以上である学生が属してい

ないゼミ、つまり B ゼミと D ゼミ以外のゼミにおいても、2 科目平均 GPA の

高い学生の人数が多いことは、平均値を引き上げる効果を持っておらず、標準

偏差を大きくするだけの効果のみを持っている結果と解釈できることから、同

様の傾向がみられる。 

 

3.3 考察のまとめ 
改めて以上の結果について、分析の視点にそって考察をまとめておきたい。

本稿での問題意識は AO 入試と初年次教育の 2 点について、筆者が入手してい

るデータの分析を通じて正当性を確かめることができるかどうか、という点で

ある。このうち、AO 入試については、一般入試全体との比較でみた場合に、

本稿での分析で示している 2 科目平均 GPA の平均値と標準偏差で、ほとんど

差がなかった。その意味では、学士課程の内容に対応できる準備が整っている

かどうかを確かめる手段としての AO 入試の正当性は、完全な形で否定されて

いる訳ではない。一方で、学力試験を課されない入試区分である指定校推薦に

ついて見ると、2 科目平均 GPA の標準偏差が大きいことから、学力試験を課さ

ない入試形式というのは、やはり入試形式として適切ではない可能性がある。

また、AO 入試と一般入試で、学力試験として受験する必要のある科目数はほ

とんど違わないという点が、本稿での結果に影響をもたらしている可能性もあ

る。よって、学力試験の重要性も、完全な形で否定されている訳ではない。 
初年次教育については、1 年次ゼミごとに 2 科目平均 GPA の平均値と標準偏
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差を確かめた結果、2 科目平均 GPA の高い学生の存在が単に標準偏差を大きく

するだけの効果しか持っていないため、本稿の分析の範囲では、正当性を持っ

ていないという結果となる。 
   

4. 結論と今後の課題 

本稿では、次の 2 点について、入試区分、1 年次ゼミの所属、筆者が担当し

ている必修科目の成績をデータとして用いるのを通じて分析を行った。第 1 点

は、AO 入試は入試形式として正当化されるのか、という点である。第 2 点は、

入学後に提供されるカリキュラムは、入試形式の違いをどの程度打ち消すのか、

という点である。この 2 点のうち、AO 入試については入試形式として必ずし

も否定されるという訳ではないことが、本稿の分析の範囲では示唆された。一

方で、入学後に提供されるカリキュラムのうち、初年次教育の一環として提供

されている 1 年次ゼミは、本稿の分析の範囲では正当性を持っていないことが

示唆された。 

最初に記したように、本稿は、入試の形式と入学後の成績との関連に注目す

るのを通じて、学士課程の教育に関する何らかの示唆を得るという課題に対し

て、具体的な分析を個人的にスタートする上でのノートという位置づけである。

そのため、今後の課題は多々ある。さしあたりの課題は、データ分析を拡充す

ることである。本稿の分析では 1 年次のみを分析の対象としているが、2 年次

に履修している必修科目の成績も活用する形で本稿と同様の分析を行い、どの

ような結果と示唆が得られるか確かめることが、まずは必要となろう。また、

本稿の分析では、2011 年度入学の学生のみを分析の対象としたが、2012 年度入

学の学生および 2013 年度入学の学生についても同様の分析を行い、どのような

結果と示唆が得られるか確かめることも必要であろう。さらには、本稿の分析

では、いわゆる統計値の検定を行っていない。よって、データ分析を拡充する

過程で統計値の検定を行い、得られている結果を有意な結果として位置付ける

ことができるかどうかを確かめることも必要であろう。 

 

 

 


